
伊那市国土強靱化地域計画
Ⅰ⾏政の取り組み Ⅱ地域防災の取り組み
Ⅲ福祉と防災の連携 Ⅳ企業との連携・地域資源の活用
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令和６年12月20日
⻑野県伊那市

総務部危機管理課

（令和５年７月小松撮影）

伊那市 危機管理課 小松 剛
人と防災未来センター Disaster Manager

危機管理⼠１級
地域安全学会員・日本危機管理防災学会会員

⻑野県伊那市

昭和36年豪⾬災害 昭和57・58年台風災害 平成18年豪⾬災害

＜伊那市の紹介＞
・平成18年に伊那市、⾼遠町及び⻑⾕村が合併し新「伊那市」が誕⽣。⻑野県で３番目（約668㎢）の面積。
・２つのアルプス（中央アルプス・南アルプス）に囲まれ、市の中⼼部を段丘地形を形成する⼀級河川天⻯
川・三峰川が流れる。⽥園と森林風景が広がる人⼝67,008人（令和３年2月１日）の地方都市。

・⻑野県南部に位置し、東京・名古屋のほぼ中間に位置する。交通・物流の要として、中央⾃動⾞道や国道
153号などの幹線道路が整備されている。

＜防災・減災の課題＞
・⾃主防災組織（カバー率100％）が主体となり、「逃げ遅れゼロ︕」を目指す取り組みを進めているが、人
⼝減少や⾼齢化が進み、災害時の⽀援者の確保など災害対応への不安が目⽴つ。個の対応では限界があるた
め、市では地域⼒を基盤とした災害対応体制の強化を図っているが、防災活動の負担軽減や継続的な取り組
み方法の⽀援など実態に即した対応を求める声も多い。

総務省「2019年度IoTデザインハブ」伊那市プレゼン資料より抜粋
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近年の主な災害

↖平成30年 地すべり
←平成30年 土⽯流
↙令和元年 台風災害
→令和２年 豪⾬災害
↗令和３年 豪⾬災害

令和４年 豪雪
↘令和５年 梅⾬前線
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災害に強いまちづくり（近年の主な事業）

防災コミュニティセンター整備 消防団装備の充実

実践的な防災訓練の実施 防災士の資格取得補助

自主防災組織の活性化 ⼩学⽣〜⾼校⽣対象防災教育

同報系防災⾏政無線の更新 国⼟強靭化地域計画の更新

防災おでかけ講座 地域防災コーディネーター養成

2024 INA-city
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伊那市国土強靭化地域計画（第３期） 伊那市報
令和６年６⽉号
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◆伊那市の強靱化のビジョン◆

本市はさまざまな災害リスクが想定さ
れます。災害への対応は、自助・共助・
公助の３つの考え方が重要ですが、行政
による公助には限界があります。よって、
公助の取組みが適切に行われることは前
提ですが、それに加え「自助の強化」と
「共助の仕組みづくり」を取組みの核と
して地域防災力を強化していくことで、
例え災害が起きたとしても、その被害を
最小限に抑え、速やかな復旧・復興に繋
げていく必要があります。
なお、上記の「地域防災力の強化」の
ためには、企業・団体・専門職・学校等
の行政以外の多様な主体が防災活動に関
わりやすい環境づくりを進め、伊那市一
体となって災害対応・被災者支援ができ
る体制を構築していくことが肝要です。

市の考えをしっかり伝える
同じ目標で取組む関係づくり

2024 INA-city

伊那市国土強靭化地域計画（第３期）
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具体的な取組み

・福祉防災の推進
・外国人向け防災
・企業等との連携 など

関係者と協⼒して、
取組みを具体化していく

2024 INA-city

伊那市国土強靭化地域計画（第３期）

自主防災組織連絡会 防災おでかけ講座

伊那市地域防災
コーディネーター

自主防災アドバイザー
（防災士）

自主防災アドバイザー連絡会

多様な主体との連携・手法により強固な地域へ

市一体でレベルアップ！ 地域と一緒に！

活動指導・助言！ 地域の身近な支援者！

①地域防災⼒強化【地域と⾏政の連携４本柱】

2024 INA-city 8

市全体 ⾏政の
役割

専門的
な知識

地域
レベル
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①地域防災⼒強化【地域の３つの取組み】 地域に合った
形（ルール）をつくる
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平成30年度
「伊那市⾃主防災組織連絡会」発足

2024 INA-city

①地域防災⼒強化【⾃主防災組織強化】

180組織（組織率100％）が⼀堂に会し、
○全組織の取組みレベルを上げる（足並みを揃える）
○他の組織の活動を知り、情報交換や組織間連携を図る
○合同で研修や訓練を⾏い、情報共有の場を作る

【防災おでかけ講座】
地域へ出向き、⼀緒に課題解決

R4年度59件／参加者 1,380名
R5年度74件／参加者 1,987名
※近年の実績

・防災活動継続
の⽅法は︖

・具体的な取組
み⽅法は︖
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【伊那市地域防災コーディネーター養成】
最新の知⾒や専門知識を学び、地域レベルで
防災活動に活躍できる人材を育成
（全６講座・必修含む４講座以上受講で修了）

Ｒ１年度30名・Ｒ３年度15名
Ｒ４年度22名・Ｒ５年度28名
Ｒ６年度28名

目指せ1,000名︕
すそ野を広げ、底上げを図る︕
⻑期的に防災に関わる⼈材確保

①地域防災⼒強化【防災人材育成】

【伊那市総合防災訓練】

→防災⼠による
防災資機材設置訓練

↙関係機関による
保育園児・小学
⽣向け防災教室

↙関係機関・団体との
連携

②⾏政の取組み【地域や⺠間との連携】

【災害時応援協定】

迅速な⽀援体制の構築などを目的に⾏政機関
及び市内外の企業と協定を締結

91協定（94団体）※令和６年12月31日現在

⾏政の弱いところをカバー
専門分野等⾏政ではできないところ

平時〜災害時の連携
122024 INA-city



①公式ＨＰ
②Ｘ（旧Twitter）

③安心安全メール※公式LINE
④伊那市防災アプリ

⑤ヤフー防災アプリ
⑥有線放送
⑦防災ラジオ
⑧Ｌ字放送

✔

✔

✔

✔

✔

防災⾏政無線

13
情報発信の
多重化

ＣＡＴＶ

②⾏政の取組み【情報発信の多重化】

2024 INA-city

災害ごとのハザード
マップが確認できます。
災害情報や状況写真、
避難所開閉状況が確認
できます。

災害時に活用できるサ
イトを掲載しています。
情報収集ができます。

簡単な安否メッセージ
や位置情報を家族や支
援者に連絡できます

Ｊアラートや防災行政無線の
内容を音声や文字で確認でき
ます。防災無線が聞こえなく
でもお手元で確認できます。
情報はメールやラインで共有
できます。

アップルストア グーグルプレイ
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必要な情報は
自ら取る︕

②⾏政の取組み【伊那市防災アプリ】
位置情報を活用し、現
在地の浸水想定を確認
できます。
平時の備えや防災教育
に活用します。
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伊那市に特化した情報を

まとめています︕ 15

②⾏政の取組み【伊那市防災気象情報】
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2023 INA-city

Ｒ４〜モバイル市役所②⾏政の取組み【新技術を活用した対応】
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・部門横断的な庁内の体制づくり

【伊那市福祉・防災チーム設置の目的】令和３年〜
平時における安全確保のための計画づくり、災害時における避難行動支援の仕組みづくり、

避難生活・生活再建の支援づくりを進め、災害による犠牲者を出さない体制を作る。

福祉×防災
〜平時と災害時を切り離さない⽀援体制を目指して〜

③逃げ遅れゼロを目指す「⾏政」の取り組み（庁内）

・専門職と⾏政、専門職と地域をつなぐ
平時からの関係づくり

・共助を担う体制づくり、意識づくり

←上伊那助産師会
介護⽀援専門員

↑福祉事業所
2024 INA-city

地域ケア会議（福祉部局・社協との連携）

共通課題＝防災・災害対応

□福祉専門職・福祉サービス事業所
・防災対策の悩みを共有
・事業所同⼠の活動の情報共有
・周辺住⺠とのつながり

→地域との連携・つながりを強めていく

・避難判断、⾏動の迅速化
・「近い場所」・「安⼼できる場所」で安全確保
・施設間、地域との平時からのネットワークづくり

→地域防災⼒の強化
18

③逃げ遅れゼロを目指す「⾏政」の取り組み（地域）

2024 INA-city
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災害VC設置・運勢訓練
・伊那市
・伊那市社会福祉協議会
・⺠間︓JVOAD
・地域
の４者によるVC運営強化
研修を実施

・関係者との連携（役割確認・強化）
・平時からのネットワークづくり

②逃げ遅れゼロを目指す「⾏政」の取り組み（企業/団体/学⽣）

2024 INA-city

H30台風24号
土⽯流災害
地区住⺠・地元
企業による作業

地域住⺠・地元企業対象の講座

2024 INA-city
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③共助を補う体制づくり
近年の災害から得た教訓
地域内で「支援者を確保する」作業
・感染症流⾏期、孤⽴リスクが⾼い・・・外部からの支援が得られにくい︕
→近所で助け合う、地域で乗り切ることが最も確実で安⼼︕

・平時から互いを知り、災害時には支援者になる意識を⾼める︕
・皆で連携し、負担を減らしながら協⼒する準備を︕
・その体制を「今から」整える︕

・地域全体で「被災者支援の意識化」
・支援者の育成、確保

様々な主体が連携することで
それぞれの負担も減る︕

中間⽀援組織と連携

「環境づくり」
◆できる人・携わりたい
人が活動・活躍しやすい
環境づくり。
◆地域人材（資源）が⽀
援活動にどうやったら参
画できるのかを考える。 【平時の連携】

・研修や勉強会の案内
・災害に関する情報交換
・各団体からの情報提供

【災害時の連携】
・情報共有
・被災地のニーズを共有
・可能な支援を提供
・要請に応じて対応

Phase Free

企業BCPにも関係！
「地域貢献」しやすい
環境づくり


